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連載 プロマネの現場から  

第 126 回 中国における次世代ＡＩ発展計画 

 

             蒼海憲治（大手 SI 企業・上海現地法人・技術総監） 

 

 今年の１月、中国で衝撃的なニュースが報じられました。２０１７年の出生数が減少に

転じた、と。２０１６年の出生数が１７８６万人だったのに対して、２０１７年は１７２

３万人と、小幅ながら減少しました。中国の近未来予想として人口動態に着目した場合、

２０１２年以降、毎年、生産年齢人口が、３６０万人のペースで減り、また、２０５０年

には５億人が６０歳以上、１億人が８０歳以上になる、日本同様の高齢化社会が到来しま

す。 

 １４億人の莫大な人口の国で、人手不足が現実的な課題となっています。その対策の一

つが、「中国製造２０２５」で目指す、工場や生産設備の自動化なのですが、もう一つの対

策が、「ＡＩ」の活用です。 

 

 昨年２０１７年 6 月に、大手コンサルティング会社 PwC の予測によると、ＡＩ普及によ

り、世界の GDP は２０３０年には１４%（１５．７兆ドル）押し上げられる、といいます。 

 そのため、現在、世界中の国や企業において、ＡＩが今後数十年間、新しいイノベーシ

ョンを生み、経済成長を実現していくことを期待した上で、様々な取り組みがなされてい

ます。 

 

１．中国・次世代ＡＩ発展計画 

 

 中国においても、２０１５年５月に公表された「中国製造２０２５」の中で、強化すべ

き製造業の分野の一つとして、製造業のバリューチェーンに対してＡＩを導入することで、

生産設備や製造工程を効率化することが示されていました。そして、２０１７年７月に、

ＡＩ強化が経済発展の原動力となり、国際競争力強化になるとして、ＡＩを主要戦略と位

置づけた「次世代ＡＩ発展計画」が発表されます。さらに、同年１１月、この推進機関と

して、「次世代ＡＩ発展計画推進室」が設置され、政府主導で４つのＡＩ重点分野毎に、Ａ

Ｉ導入を積極的に推進することを決定しています。 

 

 中国国務院は、今後１０年間、ＡＩを中国の経済成長の重要な推進力にすることを目指

して、３段階のアプローチを発表しています。 

 

 具体的な３つの段階は、こうです。 
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第一段階 ２０２０年までにＡＩの技術水準が世界の先進国と並び、ＡＩ産業が新しい

経済成長の推進力となり、人々の生活を改善する力となることを目指す。 

 １５００億元（約２兆５０００億円）規模のＡＩ基幹産業と、１兆元（約１６兆７５０

０億円）規模のＡＩ関連産業の実現を目指す。 

 

第二段階 ２０２５年までに、ＡＩ技術とアプリケーションが世界の先進国となること

を目指す。 

 ２０２０年の倍以上となる４０００億元（約６兆７０００億円）のＡＩ基幹産業と、５

兆元（約８３兆８０００億円）規模のＡＩ関連産業の実現を目指す。 

 重点発展分野としては、ＡＩのソフトウェアおよびハードウェア、知能ロボット・自動

車、仮想現実（ＶＲ）、拡張現実（ＡＲ）などが挙げられています。その上で、大学や研究

機関と企業、軍による研究連携、ＡＩの専門家や科学者の育成、さらに認知科学や心理学、

数学、経済学など既存の学問とＡＩとの学際研究の推進も求めています。 

 

第三段階 ２０３０年までに、ＡＩ理論、ハードウェア製造、ソフトウェア開発、アプ

リケーション開発のすべての分野で世界の先進国になり、中国が世界のイノベーションの

中心となることを目指す。 

 １兆元（約１６兆７５００億円）規模のＡＩ基幹産業と、１０兆元（約１６７兆５００

０億円）規模のＡＩ関連産業の実現を目指す。 

 

 「次世代ＡＩ発展計画」が最初に実現を目指しているのは、４つの重点分野であり、そ

の分野毎にリード企業を選定しています。 

 

（１）自動運転 

 自動運転車の開発 

 リード企業：バイドゥ（百度）、中国最大の検索エンジン・サイト 

 ＡＩ自動車では、運転手が必要でなくなる「自動運転レベル４（高度自動運転）」を実現

するためのリアルタイム高度ＡＩ自動車のプラットフォームや、関連分野の標準化作業を

進めていく。 

 無人飛行機では、２０２０年までに機体の傾きを０．００５度レベルで感知し、機体周

辺の障害物を３６０度検知できる技術を開発し、制度面でも無人飛行機の飛行制限区域の

設定等を進める。 

 

（２）スマートシティ 

 都市インフラ（交通・エネルギ）のリアルタイム分析・効率化 

 リード企業：アリババ（阿里巴巴）、中国最大のネット通販 
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（３）医療サポート 

 ＡＩ医療画像製品の開発。ＡＩを用いた医療画像解析の臨床活用 

 リード企業：テンセント、中国最大のＳＮＳ（ウィチャット） 

 

（４）音声認識 

 高度な音声認識・音声合成技術の開発 

 リード企業：アイフライテック（科大訊飛）、音声認識・画像認識に優れた企業   

  

 この第二段階の間に、ＡＩ産業の法的根拠を確定させようとしています。 

 今後、ＡＩ技術により、技術、科学、社会や政府、経済安全やグローバル・ ガバナンス

まで変化を引き起こす可能性が高くなります。そのため、ＡＩ開発に伴ったリスクも視野

に入れ、安全かつ信頼ができるＡＩ技術をコントロールしながら開発できるためのセーフ

ガード措置も提案されています。 

 ＡＩ技術により、雇用、法律、社会倫理などの分野に影響が大きくなりますが、これら

の課題に対する対策として、法律・規則や倫理規範の策定を始め、ＡＩ技術の標準化推進

や知的財産規則の制定、ＡＩ管理や評価システムの確立やＡＩ人材の訓練強化などが提案

されています。ＡＩ技術の発展によって生ずるであろう様々な社会への影響・変化を、並

行して考え、円滑に受け入れていこうとする姿勢が伝わってきます。 

 

 

２．中国・次世代ＡＩ導入事例 

 

・「スマイル・トゥー・ペイ」（Smile to Pay）」（笑顔でお支払い）サービス 

 

 ケンタッキーフライドチキンの一部では、アリババ傘下のアント・フィナンシャルが開

発した、カメラに向かってほほ笑むだけで支払いＯＫな「スマイル・トゥー・ペイ」とい

う顔認証システムが導入されています。  

 タッチパネルで商品を選んで、スマホのＱＲコードの代わりに、顔を画面に向けるだけ

で、決済が完了します。 

  

・２４時間の無人コンビニ 

 

 大きめのＡＴＭのような外観を持つ無人コンビニは、スマホアプリによる実名アカウン

ト登録と顔認証により入店できます。入店した時点でドアがロックされ商品を精算するま
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で店舗外に出られないため、万引きはできません。精算は無人化されており、現金ではな

く電子マネー決済しかできないためレジ金を盗まれるといった心配はありません。 

  

・警察による犯罪防止のための利用 

 

 上海などの一部の大都市や、民族大移動の様相を呈する春節の季節には、すでに犯罪防

止のために顔認識システムが活用されています。街中に立っているグーグル・グラスをか

けた警察官が、市民一人ひとりの顔を見ることで、犯罪者を特定することができるように

なっています。 

 １４億人の国民の中から、現在は２~３分程で個人を特定できるための巨大な顔認証デー

タベースが既に構築されているようですが、これを数秒にまで短縮し、かつ９０%の精度を

達成するのが目標になっています。 

 さらに、国民の履歴を際限なく入手できるという中国だから可能なのでしょうが、犯罪

の予知と防止を目的とした技術を用いて犯罪予備者を特定する試みに取り組んでいます。

たとえば、武器販売店などに出入りした個人の動きとその後の行動を分析することで、そ

うした個人の犯罪確率を算出します。そして、特定の個人が犯罪をするリスクが危険レベ

ルに高まると、検知システムが警察に警告し、警察の介入が可能となるといいます。これ

らの検知システムに、顔認識や行動分析などのＡＩ技術が活用されています。 

 

 

３．中国のＡＩ技術を支える条件 

 

 ところで、中国において、他の国よりも、ＡＩ技術が進展する際の条件には、どのよう

なものがあるでしょうか。 

 

１．１４億人分のビッグデータ 

 

 まず、第一に挙げられるのは、１４億人という圧倒的な人口と、その行動記録・取引デ

ータです。ＡＩ技術の進展には、データ量の多さ・ビッグデータの有無が大きく寄与する

といわれます。その点、中国においては、他の国では決して得られないビッグデータが存

在します。 

 

２．スマホベースの社会 

 

 ２つ目は、スマホベースの社会です。キャッシュレス社会となっているため、大量の決

済データのほとんどの収集が、容易になります。 



情報システム学会 メールマガジン 2018.09.27 No.13-06 
連載 プロマネの現場から 

第 126 回 中国における次世代ＡＩ発展計画 

5 / 6 - 
 

 スマホを利用した出前サービスの利用回数は、中国は米国の１０倍、モバイル決済の流

通額は、中国は米国の５０倍等々、圧倒的な差があります。 

 

３．プライバシー保護意識の低さ 

  

 ３つ目は、上記の１及び２において、日本や他の欧米諸国と異なって、プライバシー保

護意識が低いため、アリババやテンセント等の一部の企業によってデータが収集・蓄積さ

れ、また、国が捕捉できます。 

 

４．国と民間による世界一の巨額のＡＩ分野への投資 

 

 中国のＡＩベンチャーへの投資額をみた場合、全世界の４８％を占めています。これは、

米国の３８％を上回って、世界一になっています。特許の件数でも、ディープ・ラーニン

グに関しては、米国が１０１件であるのに対し、中国が６５２件。ＡＩに関しては、米国

が１３０件であるのに対し、中国は６４１件と、大きく引き離しています。 

 それを支えるのが、官民一体となったＡＩ投資です。特に、４つの重点分野においては、

どの国よりも手厚い支援がなされています。 

 

５．ＡＩ人材の存在 

  

 中国でＡＩ技術が急伸している理由の一つは、シリコンバレー等米国でＡＩ分野の研究

開発をしてきた中国系の研究者の存在があります。昨今、この中国系の研究者を、中国企

業が逆輸入することで、巨額のＡＩ投資の担い手となっています。 

 ところで、現時点では、ＡＩ人材については、まだまだ米国の方が質・量とも上回って

います。 

これに対する解決策として、グーグルの元中国事業トップであるカイフー・リー（李開

復）が、今年の２０１８年４月に、中国のＡＩ人材不足を解決するために新プロジェクト

を立ち上げたといいます（＊）。リーは、ＡＩに特化した投資会社としてシノヴェイション・

ヴェンチャーズ（創新工場）を立ち上げ、中国と米国の双方の企業に投資を行い、ＡＩ研

究所も所有しています。このシノヴェイションのＡＩ研究所が北京大学と中国教育部の支

援を受けて、理工学の教授１００人を対象に、4 カ月にわたって、機械学習をはじめとする

ＡＩ技術の指導方法の教育プログラムを実施しました。 

 今後、この教育プログラムを受講した教授が、それぞれ春と秋に、学生４００名ずつを

指導することで、来年には、数千人のＡＩ分野のプログラマーが供給できる、といいます。 

 

 最後に、今後の取り組みについて考えてみます。 



情報システム学会 メールマガジン 2018.09.27 No.13-06 
連載 プロマネの現場から 

第 126 回 中国における次世代ＡＩ発展計画 

6 / 6 - 
 

 

 現時点、ＡＩ技術については、ハードウェアレベルでは米国が先行していますが、音声

認識・画像認識・自然言語処理などのソフトウェアレベルや、自動運転・スマートシティ・

医療サポートなどのアプリケーションレベルにおいては、中国がかなり近づいてきている

のでは、と思います。「次世代ＡＩ発展計画」の５年後、１０年後は、どうなっているか予

断を許しません。 

 日本は、ＩＴ分野においては、米国をウォッチ、フォローしてきましたが、これからは

米国とともに、中国もベンチマークとして、フォローすべき、と考えています。 

 また、それとともに、中国のＩＴ市場を活用し、初物のプロダクトやソリューションに

対して、実践的なトライアル・アンド・エラー、ＰＤＣＡを回す取り組みをすること。 

 そして、上記でできたプロダクトやソリューションを、日本を含む他の諸外国に展開す

るリバース・イノベーションを進めていくことが必要と考えています。 

 

（＊）WIRED 2018.04.12「元グーグル中国事業トップが、「中国の AI」を支える人材育成

に動き出した」 

https://wired.jp/2018/04/12/kai-fu-lees-school-for-ai/ 


